
◎エネルギーの使用の合理化等に関する法律の一部を改正する法

律 
（平成三〇年六月一三日法律第四五号）   

一、 提案理由（平成三〇年五月一六日・衆議院経済産業委員会） 

○世耕国務大臣 エネルギーの使用の合理化等に関する法律の一部を改正する法律案に

つきまして、その提案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

 エネルギー資源の大部分を海外に頼る我が国は、限られた燃料資源の有効な利用を図

ることが必要です。平成二十七年に策定した長期エネルギー需給見通し、いわゆるエネ

ルギーミックスでは、石油危機後に実現した省エネと同程度のエネルギー消費効率の改

善を必要とする、極めて野心的な省エネ対策を掲げています。 

 エネルギーミックスの実現に向け、あらゆる施策を総動員し、徹底した省エネ対策を

進める必要があります。産業部門、業務部門については、さらなるエネルギー消費効率

の改善に向けて、事業者単位の取組に加えて、複数の事業者が連携する省エネ取組を促

進する必要があります。また、貨物輸送については、特に近年のネット通販市場の成長

に伴い、小口輸送や再配達によるエネルギー消費の増加が懸念される点に対応する必要

があります。 

 本法律案は、こうした課題への対応に必要な措置を講ずるものです。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 第一に、産業部門、業務部門のさらなる省エネを促進するため、複数事業者が連携す

る省エネ取組を認定し、省エネ量を事業者間で分配して報告することを認めることで、

各事業者が適切に評価される制度を創設します。また、一定の資本関係のある複数事業

者が一体的に省エネ取組を推進する場合、その管理を統括する事業者を認定し、当該事

業者が定期報告等を一体的に行うことを可能とします。 

 これらと同様の措置を、運輸部門についても講じます。 

 第二に、貨物輸送のさらなる省エネを促進するため、現行法の荷主の定義を見直し、

貨物の所有権を問わず契約等で輸送の方法を決定する事業者を荷主とすることで、ネッ

ト小売事業者を法規制の対象に確実に位置づけ、省エネ取組を促します。さらに、貨物

の到着地点における荷待ちの課題に対応するため、到着日時等を適切に指示できる貨物

の荷受け側を準荷主と位置づけ、荷主の省エネ取組への協力を求めます。 

 以上が、本法律案の提案理由及び要旨です。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようよろしくお願い申し上げます。 

二、 衆議院経済産業委員長報告（平成三〇年五月二四日） 

○稲津久君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、エネルギーをめぐる経済的、社会的環境の変化に鑑み、事業者によるさらな

る省エネを促進するため、複数の事業者が一体的に又は連携して行う省エネ取組に関す



る認定制度を創設するとともに、省エネに取り組むべき貨物の荷主の範囲の拡大等の措

置を講じようとするものであります。 

 本案は、去る五月十五日本委員会に付託され、翌十六日世耕経済産業大臣から提案理

由の説明を聴取した後、十八日に質疑に入り、二十二日参考人から意見を聴取し、昨日

質疑を終局いたしました。質疑終局後、採決を行った結果、本案は全会一致をもって原

案のとおり可決すべきものと議決いたしました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年五月二三日） 

 政府は、限られたエネルギー資源の有効な利用を図るとともに、長期的なエネルギー

需給見通しの確実な実現に向け、省エネルギー対策を着実に推進するため、本法施行に

当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 これまでの省エネルギー施策全体の実施状況を分野別及びエネルギー源別等多角的

に分析し、施策の評価を行い、その評価の結果を的確に施策へ反映すること。 

二 既存のプラットフォームや、企業間をつなぐコンサルテーションの活用等、企業間

の省エネルギーに関する連携を促進するとともに、省エネルギーが企業の生産性向上

につながる観点から、省エネルギー投資促進策を充実させ、企業の効果的な連携や省

エネルギー投資が可能となるような情報提供等に努めること。 

三 ＡＩやＩｏＴなど最新のＩＴ技術を活用した省エネルギー技術を省エネルギー施策

に積極的に取り込むとともに、最終エネルギー消費として大きな比重を占める熱利用

について、熱利用の効率化を通じた省エネルギーを進めること。 

四 連携省エネルギー計画の認定制度や見直し後の荷主規制の運用等については、基準

の明確化と適正な運用に努め、中小事業者等の実情に十分配慮するとともに、中小事

業者等の省エネルギー取組支援に引き続き取り組むこと。 

五 省エネルギーに積極的に取り組む企業を広く社会に周知すること等により、省エネ

ルギーに取り組むことが企業価値向上につながるような社会環境を醸成すること。 

三、 参議院経済産業委員長報告（平成三〇年六月六日） 

〇浜野喜史君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、エネルギーの使用の合理化の一層の促進を図るため、複数の事業者が一

体的に又は連携して行うエネルギーの使用の合理化の取組に関する認定制度を創設し、

定期の報告等についての特例を設けるとともに、エネルギーの使用の合理化に取り組む

べき貨物の荷主の範囲の拡大等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、複数事業者の連携によ

る省エネ取組の実効性確保の在り方、中小事業者に配慮した省エネ支援を充実する必要

性、ネット通販事業における物流の効率化に向けた課題、今後のエネルギー政策の在り



方と省エネの位置付け等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御

承知願います。 

 質疑を終了し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年六月五日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 これまでの省エネルギー施策全体の実施状況を分野別及びエネルギー源別等多角的

に分析し、施策の評価を行い、その評価の結果を的確に施策へ反映するとともに、責

任ある将来のエネルギー像を策定した上で、ＣＯ２の削減を図ること。 

二 連携省エネルギー計画の認定に当たっては、連携する事業者が全体として省エネル

ギーを推進するという制度の趣旨に鑑み、計画を慎重に検証し、個々の事業者の省エ

ネルギーの努力を妨げるものではなく、かつ、連携による効果のある計画のみを認定

すること。併せて、既存のプラットフォームや企業間をつなぐコンサルテーションの

活用等により、企業間の連携を促進すること。 

三 省エネルギーの取組を促進する観点から、地域コジェネを含む熱利用の効率化を推

進すること。また、ＡＩやＩｏＴ等最新のＩＴ技術を活用した省エネルギー技術を施

策に積極的に取り込むとともに、省エネルギー投資促進策の充実に努めること。併せ

て、省エネルギーに積極的な企業の周知等により、省エネルギーへの取組が企業価値

向上につながる社会環境を醸成すること。 

四 試験及び講習を委託する機関の指定、役員の認可に当たっては、役員の構成が公務

員退職者に偏ることなく、多様な経験を有する人材がバランスよく選任されているか

に配慮すること。 

五 連携省エネルギー計画の認定制度や荷主規制の運用等については、基準の明確化と

適正な運用に努め、中小事業者等の実情に十分配慮するとともに、中小事業者等の省

エネルギー取組支援に引き続き取り組むこと。 

  右決議する。 

 


